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注１.引当金の計上基準その他の計算書類の作成に関する重要な会計方針

  (1) 引当金の計上基準

　 　 徴収不能引当金

　　  …学校法人会計基準第４８条の規定により徴収不能引当金は計上していない。

　 　 賞与引当金

　　　…教職員に対する賞与の支給に備えるため、当年度に負担すべき支給見込額を計上している。

　 　　　

注2．重要な会計方針の変更等

　（１）改正後の学校法人会計基準（昭和46 年文部省令第18 号）の適用

　　　当年度から、学校法人会計基準の一部を改正する省令（令和６年文部科学省令第28 号）に基づく改正後

　　の学校法人会計基準を適用し、計算書類及びその附属明細書の様式を変更している。

　（２）賞与引当金の計上

　　　　学校法人会計基準の改正により、引当金の計上基準が明確化されたことに伴い、当年度から計上し

　　　ている。これにより従来の方法と比較して教育活動収支差額、経常収支差額、基本金組入前当年度収

　　　支差額が2,287,999円減少している。

注3．固定資産の減価償却額の累計額の合計額 円

注4．金銭債権の徴収不能引当金の合計額 円

注5．担保に供されている資産の種類及び額 なし

注6．翌会計年度以後の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる金額

円

注7．当該会計年度の末日において第4号基本金に相当する資金を有していない場合のその旨と対策

　　　学校法人会計基準第４９条の規定により、第4号基本金の組入れはない。

注8.セグメント情報

　　　設定すべきセグメントが、セグメント「その他」以外に一のみであるため、省略している。

注9.重要な偶発債務 なし

注10.子法人に関する事項 なし

注11.学校法人の出資による会社に係る事項 なし

注12.関連当事者との取引の内容に関する事項 なし

注13.学校法人間の財務取引 なし

注14.重要な後発事象 なし

注15．その他財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項  なし
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　第七号様式 (第42条関係)

基本金明細書
令和  7 年 4 月  1 日 から

令和  8 年 3 月 31 日 まで

 (単位　円)

事　　　　　項 要　組　入　高 組　　入　　高 未　組　入　高 摘 要

第１号基本金

　前期繰越額

　当期組入対象額

　１．建物

　２．構築物

　３．機器備品

　４．図書

　５．車両

　　　計

　　　当期組入額

　　　当期末残高

合　 　  計

　 前期繰越高

　 当期組入高

　 当期末残高 0――――――― 277,079,308

――――――― 277,079,308

0――――――― 0

0277,079,308 277,079,308

0277,079,308 277,079,308

0277,079,308 277,079,308

04,500,000 4,500,000

0269,872 269,872

08,627,356 8,627,356

01,039,800 1,039,800

0262,642,280 262,642,280

00 0
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